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兵庫県政労使会議 次第

1. 開 会

2. 議 事

・ 経済好循環に向けた現状と取組（各団体等からの発表）

・ 意見交換

3. 閉 会

・ 共同メッセージ

・ 記念撮影

日時：令和６年１月30日(火) 10:00～11:00

場所：兵庫県公館第２会議室

【添付資料】

出席者名簿・配席図

資料：各団体等現状と取組
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区分 団体等名 役職・氏名

労働者団体
日本労働組合総連合会兵庫県連合会

(連合兵庫）
会 長 福永 明（ふくなが あきら）

事務局長 那須 健（なす つよし）

使用者・経済団体

兵庫県経営者協会 会 長 成松 郁廣（なりまつ いくひろ）

兵庫県商工会議所連合会 会 頭 川崎 博也（かわさき ひろや）

兵庫県商工会連合会 会 長 小寺 博史（こてら ひろし）

兵庫県中小企業団中央会 会 長 大辻 利弘（おおつじ としひろ）

行 政

兵庫県
知 事 齋藤 元彦（さいとう もとひこ）

副知事 片山 安孝（かたやま やすたか）

産業労働部長 原田 剛治（はらだ こうじ）

兵庫労働局
局 長 金刺 義行（かねざし よしゆき）

雇用環境・均等部長 廣瀬 真理（ひろせ まり）

出 席 者 名 簿
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経済団体 労働者団体

兵庫県政労使会議 配席図
令和6年1月30日(火) 10:00～11:00 ／公館第2会議室
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事
務
局
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1 .基本スタンス

経団連発表の
『2024年版 経営労働政策特別報告委員会
報告』を基本に、地元兵庫県の「県内景気動
向」「雇用動向」を踏まえて、賃上げ、価格転嫁、
人手不足等に関する使用者側の基本姿勢を
会員企業に展開するとともに、連合兵庫とも連
携し、労使間の前向きな交渉素地を固める。

P.1

1)賃上げ決定に当たっては、「賃金決定
の大原則（注）」に基づき、実質賃
金の持続的上昇を目 指す。

2)賃金水準、賃金カーブを維持するため
の定期昇給などの仕組み構築と整備
の完全実施を目指す。

3)ベースアップの配分が持続的実質賃金
の上昇に寄与する仕組みとなることを
目指す。

（注）賃金決定の大原則
社内外の諸要素を総合的に勘案しながら、
適切な総人件費管理の下、自社の支払い
能力を踏まえ、労使協議を経たうえで、各
企業の判断で決定する。

兵庫県経営者協会兵庫県経営者協会
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２．具体的な取り組み

P.2

(1) 賃上げ (2) 価格転嫁 (3) 人手不足

① 労使懇談会（連合兵庫との共
催）を開催し、労使関係者が
一堂に会し、労使双方の基本
認識とスタンスを共有
（2024年は2月19日(月)開催）

② 中小企業等における正社員転
換・処遇改善事業（兵庫県か
らの受託事業）のｾﾐﾅｰにおけ
る賃金引上げに向けた各種支
援策や業務改善助成金制度を
紹介（兵庫労働局の支援）

③ 特定業種（会員企業を主体）
による労務関連の情報交換会
開催

① ﾘｰﾌﾚｯﾄ「しわ寄せ防止
ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ月間」の全会
員への周知（DM）

② 兵庫地区における有
識者と公正取引委員
会との懇談会に出席
（会長、事務局長）、
公正取引委員会主催
の各種ｾﾐﾅｰ案内を協
会Webｻｲﾄに掲載、聴
講者募集を支援

① 大学生ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ推進事業（兵庫県か
らの受託事業）の推進や各種団体主催
の採用施策の支援

② 経験者採用の支援（産業雇用安定ｾﾝﾀｰ
と連携した求人企業訪問、求職者情報
の提供など）

③ 外国人材受入を検討する事業主に対す
る相談窓口（兵庫県からの受託事業）
への専門家（社会保険労務士、海外駐
在経験者）派遣と各種セミナーの企
画・実施

④ 就労者確保のための各種ｾﾐﾅｰ開催
（介護離職防止、経験者採用者の離職
防止、ﾊﾟｰﾄ社員等の就業拡大(年収の
壁･支援強化）、Z世代定着）
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賃上げ・価格転嫁・人手不足問題に関する現状

1

12.1%

16.4%

3.3%

43.9%

24.7%

19.7%

28.8%

28.8%

21.3%

15.2%

30.1%

55.7%

2023年12月

【人件費以外の原価】

（n=66）

2022年12月(n=73)

2021年12月(n=61)

14.3% 28.6% 23.8% 33.3%
2023年12月

【人件費】

（n=63）

ほぼ全て価格転嫁できている 半分以上は価格転嫁できている

価格転嫁できたのは半分に満たない ほとんど転嫁できていない

8.6%

3.4%

10.3%

13.8%

13.8%

34.5%

39.7%

41.4%

6.6%

4.9%

11.5%

23.0%

18.0%

37.7%

41.0%

32.8%

15.3%

5.1%

6.8%

13.6%

28.8%

33.9%

32.2%

32.2%

その他

価格転嫁をしなくても利益確保できているため

直近で販売価格を上げており、更なる転嫁が困難なため

長期契約により販売価格が固定されているため

需要が減少しているため

消費者の節約志向・低価格志向が続いているため

取引先からの値下げ・価格維持の要求が強いため

競合他社が販売価格を上げていないため

2021年12月(n=59)

2022年12月(n=61)

2023年12月(n=58)

不足している
71.2%

過不足はない
28.8%

75.0%
54.7%

53.1%

46.9%

25.0%

6.3%

従業員への業務負荷・残業の増加

機会損失

業務遂行の遅れ

顧客サービス・品質の低下

人件費の上昇

その他

＜人手不足が経営に与える影響＞

64.1%

46.9%

40.6%

40.6%

26.6%

20.3%

18.8%

14.1%

9.4%

業務プロセスの見直し等による業務効率化

設備投資やテクノロジー導入（自動化・AIなど）

による生産性向上

社員の能力開発による生産性向上

臨時社員（派遣、契約、パート・アルバイト）の採用

業務のアウトソーシングの利活用

フレキシブルな労働条件の導入

事業規模の縮小、拠点の整理・統合

外国人材の活用

その他

＜人手不足への対応策＞

【2023年度の賃金の動向（日本商工会議所12月調査）】

【価格転嫁の動向（神戸商工会議所10～12月期調査）】

【人手不足の動向
（神戸商工会議所7～9月期調査】

29.0%
79.0%

29.0%
4.8%

管理職以上

非管理職正社員

パート・アルバイト

その他

49.2%

87.3%

46.0%

4.8%

3.2%

10～20代

30代

40代

50代

60代～

＜不足している職位および年代＞

兵庫県商工会議所連合会
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神戸商工会議所における取り組み

2

【賃上げを目指した価格転嫁の推進】

【賃上げを目指した生産性向上・業務改善の取り組み】

【人手不足に対応する

社員の育成・スキルアップへの取り組み】

【人手不足に対応する多様な人材確保への取り組み】

❖パートナーシップ構築宣言の推進
宣言企業数：全国38,231社／兵庫県1,176社

❖省人化・業務改善に係るデジタル・ＤＸ推進セミナー

❖ＤＸツール提供企業とのマッチング・実証事業

❖地元大学等と連携した社内デジタル人材の育成

❖新たなビジネスパートナーの開拓（商談会・交流会）

商工会議所（企業）

留学生大学（ｷｬﾘｱｾﾝﾀｰ）日本人学生

外国人向け合同企業説明会

留学生向けビジネスマナー研修

企業と留学生の就職情報交換会

企業と
キャリアセンター
の就職情報交換会

合同企業説明会

❖KCCIビジネススクール（階層別・分野別・ｽｷﾙｱｯﾌﾟ型）

兵庫県商工会議所連合会
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実施した

69.7%

実施していない

18.9%

未定

11.4%
1.0％未満

16.4%

1.0％～2.0％

29.9%
2.0％～3.0％

18.8%

3.0％～4.0％

12.6%

4.0％以上

22.3%

40.1%

43.7%

57.0%

64.8%

69.5%

82.2%

35.9%

35.6%

26.1%

23.2%

20.0%

10.4%

24.0%

20.7%

16.9%

12.1%

10.5%

7.3%

1千万円未満

1千万円～2千万円

2千万円～3千万円

3千万円～5千万円

5千万円～1億円

１億円以上

実施した 実施していない 未定

10割できて

いる 7.2%

7割～9割でき

ている 14.8%

4割～6割

できてい

る 21.7%

1割～3割

できてい

る 27.7%

価格は据

え置き

26.5%

逆に減額され

ている 2.1%

令和５年度 働き方改革関連応答への対応状況等に関するアンケート調査（抜粋）

商工会地域における賃上げの状況
70％が賃上げを実施

実施企業の賃上げ率
なかには4％超の賃上げも22.3％

売上規模別賃上げの状況
売上2千万円未満では4割台

価格転嫁の状況
56.4％の企業は価格転嫁が厳しい

調査対象：全国の商工会地域の中小企業・小規模事業者 調査期間：令和5年11月13日～令和6年1月10日
調査方法：商工会の経営指導員等が対象企業にヒアリング 回答企業：3,738事業者
企業内訳：従業員数20名以下が86％、売上1億円未満が55％（うち2千万円未満が15％）、資本金1千万円未満の法人及び個人事業主が66％

令和５年度に賃上げしない理由
「価格上昇によるコスト増」「原資不足」の割合が高い

2.5%

3.8%

6.7%

12.5%

14.4%

16.7%

19.8%

23.8%

設備投資等の他の支出を優先

収入の壁による就業調整問題のため

一旦賃上げすると引き下げが困難

賃金を引き上げても価格転嫁が困難

すでに同業他社や地域の水準以上

経営環境や経済状況が不透明

業績が回復せず賃上げの原資が不足

物価上昇によりコストが増加

① ②

⑤④

③

価格転嫁
が厳しい
56.4％
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これまでの日本経済

「コストカット型」

国内投資↓
・バブル期を最高水準

として回復せず

賃金・所得
・３０年横ばい

物価水準
・相対的に安い国に

企業収益
・コストカットにより

大企業は過去最高の
水準

これからの日本経済

「成長型経済」

国内投資↑
・１１兆円以上実現

賃金・所得↑
・物価高に負けない

大幅賃上げの継続

物価水準
・安定かつ緩やかな

インフレ目標実現

企業収益
・投資と賃金を継続する

には原資確保は不可欠

国内投資： 企業の設備投資１００兆円超（過去最高水準）

賃金・所得： 名目賃金上昇率が３０年ぶりの高水準
最低賃金４.５％上昇

物価・金利が上昇：正常化への過渡期として痛みが伴っている状況
（物価上昇は緩やかになるものの継続の見通し）

変化の兆し

物価高対策
・所得税減税
・エネルギー激変

緩和措置等

持続的賃上げ
・賃上げ税制強化
・年収の壁解消
・地方活性化支援

成長のための投資
・DXの推進、AI等の基盤整備
・重要物資の設備投資支援
・土地利用転換迅速化
・科学技術／イノベーション推進→ 「過渡期」への

一時的な対処 ⇒ 未来に向けた経済対策の主眼

総合経済対策で
変化にスイッチを押す

投資と賃上げが持続する「成長型経済」の実現に向けて
（経済政策の流れ）

【商工会の重点事業】

経営改善普及事業
・地域企業への施策普及、経営改善を図るための相談指導

経営発達支援事業（経営改善普及事業の中でも特に注力）
⇒ビジネスプランによる経営を推進

・経営計画の策定と実行を伴走型で支援
・販路開拓の具体的な機会を提供

地域総合振興事業
・地域特性を活かした地域経済の活力増進のための事業
・働き方改革・労働環境改善・人材確保のための事業
・創業や事業承継に関する支援

省力化・省人化のための設備投資の促進
・「中小企業省力化投資補助金」…国の令和5年度補正予算で新設

⇒人手不足解消に向けた省力化・省人化のための設備投資を促進
・「ものづくり補助金」 ⇒ 「省力化(オーダーメイド)枠」が創設

SDGｓ経営による企業価値向上の取組を推進
・サプライチェーン等からの排除リスクを回避
・事業継続のための優秀な人材を確保

労働環境改善のためのDX導入支援
・小売業・サービス業の業務効率化を専門家が支援
・デジタルツールの選定から導入、活用までを個別指導

【人材確保に関する取組の一例】
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兵庫県中小企業団体中央会の現状について
会員数 605組合等

主な事業 1. 組合等の組織、事業及び経営の支援等
2. 組合等の設立指導
3. 講習会、研究会等の開催
4. 組合並びにその功労者等の表彰
5. 組合等及び中小企業の健全な発達を図るための販路開拓、先導的事業等の企画
6. 機関紙及び資料等の刊行
7. その他事業

会員の状況（直近の調査結果より）
県内中小企業は、人手不足が深刻化してきており、景気回復の足かせとなっている。
特に2024年問題を抱える運送業界や建設業界の職人不足、卸売業や飲食業界、介護現場での

人手不足を訴える声が多く聞かれる。
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主な事例について
１ 先導的事業の企画
（１）２０２４問題への対応

物流業界の生産性向上を図るため、業界若手経営者と専門家からなる委員会を立ち上げ、
2024年問題対策について検討した。

検討成果として、標準運賃の見直しに向けた交渉力向上、また、「ドライバーの労働時間、
拘束時間管理」の重要性を各企業が改めて認識し、労働時間と拘束時間、人件費コストの把握
し、データをもとに荷主の理解を得ていく取り組みを行っていくことが提言された。

（２）人材採用応援プロジェクトの開催
中小企業の新卒者採用拡大に向けた取り組みを支援した。

学生の就職状況など生の声やZ世代と呼ばれる若い人達の
考えなどを聞き実態を知る機会を作った。

２ ものづくり補助金兵庫事務局の受託
ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金事務を通じて、働き方改革や被用者保険

の適用拡大、賃上げ等に役立つ中小企業の設備投資等を支援している。

人材採用応援プロジェクトの開催
令和5年2月21日（火）アンカー神戸
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パート･アルバイトで働く方が

「年収の壁」を意識せず

に働ける環境づくりを後押しします

持続的な賃上げに向けた支援
2024/1/30

中堅・中小企業の賃上げの環境整備

多様な働き方の推進

年収の壁への対応を含めた所得向上への取組

ー中小企業の賃上げと設備投資を支援する業務改善助成金による支援 など

ー同一労働同一賃金の更なる徹底 など

ー年収の壁・支援強化パッケージによる支援 など

「デフレ完全脱却のための総合経済対策～日本経済の新たなステージに向けて～」（令和5年11月2日閣議決定）
に基づき、労使団体、兵庫県などと持続的な賃上げを推進

三位一体の労働市場改革（リ･スキリング、成長分野への円滑な労働移動などの推進）

ー公的職業訓練のデジタル分野への重点化、デジタル推進人材の育成 など

労務費の適切な価格転嫁の推進

ー労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針（令和5年11月内閣官房・公正取引委員会）の周知
ーパートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化施策パッケージによる支援（監督署から施策紹介・指導）など

兵庫県最低賃金

1,001円
前年比

41円
UP

令和5年10月1日から
同一労働同一賃金雇用・労働分野

の助成金
年収の壁・支援強化パッケージ 労務費の適切な転嫁のため

の価格交渉に関する指針

パートナーシップによる価値創造
のための転嫁円滑化施策パッケージ

内 閣 官 房
消 費 者 庁
厚 生 労 働 省
経 済 産 業 省
国 土 交 通 省
公正取引委員会公正取引委員会
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Hyogo Prefecture

0 10 20 30 40 50 60 70 80

出典：令和5年版労働経済の分析（厚労省）

①企業収益の拡大

②雇用安定化支援

③物価高騰対策

④価格転嫁しやすい環境づくり

支援の視点業績の低迷（70％）

物価高騰によるコスト上昇（41％）

雇用維持を優先（41％）

固定費（所定内給与）の増加を避けたい（28％）

将来の不透明感（27％）

価格転嫁できない（22％）

【中小企業が賃上げしない理由上位６項目（全国・R4年）】

兵庫県による主な施策 ～商工会議所・商工会等と連携し伴走支援～

①企業収益の拡大 ②雇用安定化支援

③物価高騰対策 ④価格転嫁しやすい環境づくり

成長産業の育成
• 産業立地条例の運用、産学官連携支援など成長

のための環境づくり

経営の持続性向上
• 中小企業の資金繰り支援や経営改善支援、事業

承継・新事業展開・販路開拓支援 等

生産性向上
• DX導入促進支援やデジタル人材育成支援

人材育成支援
• DX・技術革新・新分野進出に向けた研修 等

就労支援
• 各種合同説明会によるマッチング促進、奨学金

返済支援等による定着支援 等

働きやすい職場づくり
• WLB促進相談、ハード整備・テレワーク導入経

費、福利厚生事業補助

• LPガスや特別高圧電力使用事業者への支援 • 下請企業との取引適正化のための商談会等開催

中小企業の持続的な賃上げに向けた兵庫県の施策について
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Hyogo Prefecture

中小企業向け制度融資の運用

県内企業人材確保支援事業（奨学金返済支援）

中小企業等における経営改善・成長力強化への支援

中小企業等と連携し、若手従業員を対象とした奨学金返済支援制度により、就職後５年間の返済を県と企業で全額
負担することで、人材確保を推進（負担割合：企業 1/3、県2/3、従業員本人0)

【今後の新たな取組案】
①申請年齢上限（30歳）の緩和及び補助期間（5年）の延長
②延長対象は、経営や雇用改善、社会貢献等が認められる企業とする
③申請等手続の電子化を進めるとともに、税制優遇が享受できる代理返還制度の周知・利用促進

中小企業の多様な資金ニーズにきめ細かく対応するため、種々の低利融資を運用し、地域経済の好循環を下支え

事業展開融資
前向きな取組を支援

経営安定融資
セーフティネット機能

一般事業融資
通常の設備・運転資金

その他

• 新分野進出資金 事業の発展・事業承継等に取り組むとき
• 設備投資資金 設備の新設・更新等に取り組むとき
• 開業資金 新たに事業を始めるとき・開業後５年未満のとき

事業者の経営状況を熟知した金融機関による伴走支援に補助を行い、中小企業等の経営力強化を促進

県

金融機関 ゼロゼロ融資を受けた
中小企業者･小規模事業者

伴走支援

・経営改善計画等の作成支援

・指導･助言等フォローアップ

経営改善を図り、景気
回復局面での資金需要
等に耐えうる経営へ

県と支援機関との協調実施

補助
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